
平成19年3月期　　　　　中間決算短信（連結）

ニッパン（日発販売株式会社）
７５６３ 上場取引所   東

本社所在都道府県

役職名 取締役社長 氏名 石　川　隆　重

役職名 取締役管理本部長 氏名 佐々木　　孝 TEL （03） 5690 - 3001

中間決算取締役会開催日　　平成18年10月24日

親会社名 ニッパツ（日本発条株式会社）　（コード番号：5991） 親会社等における当社の議決権所有比率 51.5％

米国会計基準の採用の有無 無

1. 18年9月中間期の連結業績(平成18年4月1日～平成18年9月30日)
（1）連結経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 5.7 13.3 13.3

17年9月中間期 5.6 50.6 50.2

18年3月期

百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年9月中間期 183.0  47
17年9月中間期 △ 27.1  70
18年3月期  44
(注)①持分法投資損益 18年9月中間期 17年9月中間期 18年3月期

②期中平均株式数（連結）18年9月中間期 17年9月中間期 18年3月期

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（2）連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 84
17年9月中間期 02
18年3月期 20
(注)①期末発行済株式数(連結)18年9月中間期 17年9月中間期 18年3月期

（3）連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

18年9月中間期
17年9月中間期
18年3月期

（4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数　 4 社　　持分法適用非連結子会社数　 － 社　　持分法適用関連会社数　 1 社

（5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

2．19年3月期の連結業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

百万円 百万円 百万円

通　　期
（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）  25円69銭

※業績予想については、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、予想につきまして
は様々な不確定要素が内在しておりますので、実際の業績は予想数値と異なる場合があります。なお、上記予
想に関する事項は添付資料5頁を参照下さい。
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(添付資料）

１．企業集団の状況
 
　
　
　
　

　　　　事業区分 　　　　　売上区分 地域 　主要会社名
オートパーツ事業 自動車用部品用品 国内 製造販売 日本発条㈱

自動車用ばね ㈱東洋富士製作所
販売 日発販売㈱
サービス事業 ﾆｯﾊﾟﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ㈱

海外 販売 NHKｲﾝﾃｯｸｽ社
NHKｲﾝﾌｫﾃｯｸｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ有限公司
ﾀｲﾆｯﾊﾟﾝ有限公司

プレシジョンパーツ事業 産業用機器・部品 国内 製造販売 日本発条㈱
精密ばね・同複合機能部品 ｱﾙﾌﾟｽｽｸﾘｭｰ㈱
ファスナー 販売 日発販売㈱
機械設備・資材 サービス事業 ﾆｯﾊﾟﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ㈱

海外 販売 NHKｲﾝﾃｯｸｽ社
NHKｲﾝﾌｫﾃｯｸｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ有限公司

ＩＴ事業 光関連部品 国内 製造販売 日本発条㈱
情報通信システム機器 販売 日発販売㈱

サービス事業 ﾆｯﾊﾟﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ㈱
海外 販売 NHKｲﾝﾃｯｸｽ社

（注）※印は持分法非適用会社を示しております。

　　　　　　は取引の流れを示しております。

得　　意　　先

当　　　　　社

ＩＴ事業プレシジョンパーツ事業

　親会社　　　　　　　　　　　　　日　本　発　条　㈱  (東証１部）

(関連会社)

　 ﾀｲﾆｯﾊﾟﾝ有限公司

(連結子会社)

　 ㈱東洋富士製作所

オートパーツ事業

(連結子会社)
NHKｲﾝﾌｫﾃｯｸｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ有限公司

(連結子会社)

     NHKｲﾝﾃｯｸｽ社
(※関連会社)

     ｱﾙﾌﾟｽｽｸﾘｭｰ㈱

(連結子会社)

  ﾆｯﾊﾟﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ㈱
（ｻｰﾋﾞｽ事業）

　当社グループは、当社、連結子会社 4社、関連会社 2社ならびに当社の親会社で構成され、自動車用部
品用品および産業用機器・部品等の製造販売を主な事業内容としております。
　当社グループの事業に係わる位置づけ、および事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりでありま
す。

　（注）各事業区分別の主要商品は「セグメント情報　事業の種類別セグメント（注2）各事業区分の主要商品」の
         とおりであります。

　　以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。
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２．経営方針
    

（１）会社の経営の基本方針
　　　当社グループでは、『新たな価値を創造するとともに社会的責任を果たし、人々の期待と信
　　頼に応える 』を経営の基本方針に掲げ、お取引先様、社会、株主の皆様、そして従業員など、
　　すべてのステークホルダーにとって存在価値ある企業を目指しております。
　
（２）会社の利益配分に関する基本方針
　　　設立以来、一貫して株主の皆様に対する利益還元を重要な課題のひとつと考え、財務体質と
　　経営基盤の強化を図るとともに、株主の皆様に対する安定した配当を維持することを基本方針
　　としております。

（３）投資単位の引下げに関する考え方および方針等
　　　投資家層の拡大、株式の流動性の向上は資本政策上の重要課題であり、投資単位引下げにつ
　　きましては、株式市場の活性化のための有効な施策のひとつであると認識しております。望ま
　　しい投資単位の額と自社の株価水準を勘案し、その費用ならびに効果等を慎重に検討したうえ
　　で、株主利益を基本として決定してまいりたいと考えております。具体的な施策およびその実
　　施時期は未定であります。

（４）目標とする経営指標
　　　収益性と効率性を追求すべく、中期経営目標として総資本経常利益率 6％以上を目指してお
　　ります。

（５）中長期の経営戦略と対処すべき課題
　　①中長期的な経営戦略
　　　　収益性・効率性の向上（売上高経常利益率 3％以上、総資本回転率 2回以上）と企業の社
　　　会的責任を果たす企業経営の実現を目標に経営戦略を構築し、以下の 3項目を重点に事業運
      営を進めてまいります。
　　　a.高い品質・高いサービスの提供と新しい価値の創造
　　　　　当社は開発提案型技術商社であり、「お客様の期待と信頼に応える」ことではじめて存
　　　　在意義が発揮されます。そのために高い品質と高いサービスを提供するとともに、市場を
　　　　創造する商材の開発、ビジネスモデルの構築を推進してまいります。
　　　b.強固な経営基盤の確立
　　　　　企業競争力を高めるため、営業店舗網の見直しや資産・経費の圧縮など徹底した合理化
　　　　を図り、低コストで利益を生み出せる体質にしてまいります。
　　　c.社会的責任の遂行と人材の強化
　　　　　ISO9001、ISO14001 に基づく企業運営をはじめ、企業の社会的責任を果たす活動として
　　　　コンプライアンスの強化、リスク管理の徹底を図ってまいります。
  　②会社が対処すべき課題
    　a.オートパーツ事業
          乗用車補修部品市場向け戦略商品の売上拡大や新商材の開発を進めるとともに、流通の
　　　　整備を図ってまいります。
　　　b.プレシジョンパーツ事業
 　       「地球環境」「少子高齢化社会」「安全」をキーワードに成長産業分野に向けた戦略商
　　　　品の開発拡販を推進し、開発提案型技術商社としての体制を強化してまいります。
      c.ＩＴ事業
          光通信分野や医療業界などをターゲットとした戦略商品の拡販と新たなビジネスモデル
　　　　の構築を進め、事業の拡大を図ってまいります。
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（平成18年9月30日現在）

親会社等の議決権 親会社等が発行する株券が上場
所有割合（％） されている証券取引所

日本発条㈱ 親会社 51.5（1.1％） ㈱東京証券取引所市場第一部

（注）親会社等の議決権所有割合欄の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

（役員の兼務状況）
氏　名

（注）当社の取締役13名、監査役3名のうち、親会社との兼務役員は当該3名のみであります。

（出向者の受入れ状況）
人数

ＩＴ営業本部 1名 親会社日本発条㈱
ＩＴ部門強化のため依頼して
いる。

部署名 出向元の親会社又はそのグループ企業名 出向者受入れ理由

技 術 本 部 1名 親会社日本発条㈱
技術部門強化のため依頼して
いる。

業界における知識、経験等を
勘案して招聘している。

非常勤取締役 佐々木　謙二 親会社日本発条㈱代表取締役会長

非常勤監査役 長澤　國雄 親会社日本発条㈱取締役専務執行役員

親会社日本発条㈱代表取締役社長

業界における知識、経験等を
勘案して招聘している。

就任理由

親会社等 属　性

業界における知識、経験等を
勘案して招聘している。

非常勤取締役 天木　武彦

役　職 親会社等又はそのグループ企業での役職

 （6）親会社等に関する事項
　　① 親会社の商号等

　　②親会社等の企業グループにおける当社の位置付けおよびその他当社と親会社等との関係
　　　a.日本発条㈱は当社議決権を51.5％を所有する親会社であります。当社は日本発条㈱の企業グルー
　　　　プの中では、主に自動車用ばね、精密部品事業分野に属しており、その販売を担当しております。
　　　　また、グループ企業内で唯一の（工場を持たない）専門商社形態の会社であり、開発提案型技術
　　　　商社として市場のニーズを先取りし、商品化して提供することが企業グループ内での当社の役割
　　　　であります。
　　　b.人的関係については、当社役員16名のうち、日本発条㈱の役員を兼ねる者は 3名であります。ま
　　　　た、技術部門等の強化のため、出向者を 2名招聘しております。
　　　c.当社のオートパーツ事業の「自動車用ばね」およびプレシジョンパーツ事業の「精密ばね」の大
　　　　半を日本発条㈱から購入しております。また、当社は「ファスナー」等の一部を同社へ販売して
　　　　おります。なお、当中間期での当社の日本発条㈱からの購入比率は11.0％、日本発条㈱への売上
        比率は4.0％となっております。
　　　d.日本発条㈱との棲み分けは、「自動車用ばね」については同社が製造し、その販売は組付け（生
　　　　産ライン）用は同社が、補修用ばねは当社が行なっております。「精密ばね」については、当社
        は日本発条㈱の得意先に対しては、同社製品以外の商品の売込みを行っております。
　　　e.日本発条㈱との取引条件については、一般の取引と同様にしております。「ファスナー」等の販
　　　　売については、市場価格等を勘案して当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上一般的取引条件
　　　　と同様に決定しております。また、「自動車用ばね」、「精密ばね」の購入については、「自動
　　　　車用ばね」は日本発条㈱の見積価格に基づき価格交渉の上一般的取引と同様に、「精密ばね」に
　　　　ついては客先の見積依頼の都度、見積書の提示に基づいて価格交渉の上、一般的取引条件と同様
　　　　に決定しており、親会社からの独立性が確保されていると考えております。

　
　(7)その他、会社の経営上の重要な事項（役員との間の重要な取引に関する事項等）
　　　　該当する重要な取引に関する事項はありません。
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３．経営成績および財政状態

（１）経営成績
　　①当中間期の概況
　　　　当中間連結会計期間における国内経済は、原油価格・素材価格の高騰が長期化傾向にあるもの
　　　の企業収益の改善や民間設備投資の増加、堅調な個人消費に支えられ、景気は回復基調を続けて
　　　おります。
　　　　当社グループのオートパーツ事業が属する自動車補修部品業界におきましては、国内補修部品
　　　市場の成熟化が進行する中でカーメーカー系列会社との競合が激化し、依然として厳しい状況が
　　　続いております。一方、プレシジョンパーツ事業分野では、主な納入先である自動車関連産業が
　　　堅調に推移し、全体的に安定した景況が続きました。また、ＩＴ事業分野では、光デバイスの需
　　　要増加など、概ね回復基調で推移しました。
　　　　このような状況のなかで、当社グループでは各事業別戦略に基づく販売強化諸施策や徹底した
　　　コスト削減・品質向上に取り組んでまいりました。
　　　　この結果、連結売上高は 209億80百万円（前年同期比 5.7％増）、連結営業利益は 4億15百万
　　　円（前年同期比13.3％増）、連結経常利益は 4億24百万円（前年同期比13.3％増）、連結純利益
　　　は2億38百万円（前年同期比183.0％増）と増収増益となりました。

　　　　セグメント別の売上高および営業利益の概況は、次のとおりであります。

　 　[オートパーツ事業]
 　　　 「自動車用部品用品」は、戦略商品であるグリーンブランド商品（ 　　　   ）やタイヤチェ
　　　ーンの売上が増加し、また「自動車用ばね」も売上が伸びたことにより、売上高は73億59百万円
　　 （前年同期比 1.8％増）、営業利益は販売費が増加したことで 1億18百万円（前年同期比0.7％減）
　　　になりました。
　
　　 [プレシジョンパーツ事業]
 　　　 「精密ばね」では売上が減少しましたが、「産業用機器・部品」では低公害エンジン用部品等
　　　の戦略商品の売上が伸び、また「ファスナー」、「機械装置・資材」でも売上が増加し、売上高
　　　は127億61百万円（前年同期比7.0％増）、営業利益は2億83百万円（前年同期比3.0％増）になり
　　　ました。
　
　　 [ＩＴ事業]
 　　　 「光関連部品」では精密加工品等の売上が増加し、また「情報通信システム機器」では画像機
　　　器等の売上が増加したことで、売上高は 8億59百万円（前年同期比23.6％増）、営業利益は13百
　　　万円で前年同期に比べ41百万円増益になりました。
　
　　②通期の見通し
    　　当面の経済情勢については、先行き不透明感が残るものの、引き続き景気は回復基調で推移す
　　　るものと予想しております。
 　　   当社グループは、引き続き戦略分野における販売強化諸施策の継続と市場深耕、新市場の開拓・
　　　創出を図り、継続的成長を目指してまいります。また一方では組織の見直し・再編などによる営
　　　業力の強化や業務の効率化、徹底したコスト削減と品質管理を図り、一層の収益向上に努めてま
　　　いります。
　　　　当社グループの平成19年 3月期の通期業績予想につきましては、売上高は 43,600百万円(前期
　　　比3.0％増）、経常利益は1,080百万円（前期比6.9％増）、当期純利益は 585百万円（前期比46.
　　　2％増）を予想しております。
　
　　　　なお、上記の業績予想には、現時点で入手可能な情報に基づく将来の予測が含まれております。
　　　今後様々な要因により、実際の業績は見通しとは異なる可能性があります。
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なお、連結ベースのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

平成15年9月中間期 平成16年9月中間期 平成17年9月中間期 平成18年9月中間期

自己資本比率（％） 22.9 24.3 25.6 24.9
21.4 25.7 32.3 28.2

債務償還年数（年） 1,556.0 38.5 27.1 1.2
ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ(倍） 0.2 5.7 7.2 154.7

※自己資本比率：（純資産－少数株主持分／総資産）
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い
1.各指標は、連結ベースの財務数値より計算しております。
2.営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー
  を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子

  を支払っている全ての負債を対象としております。

時価ベースの自己資本比率（％）

（２）財政状況
　
　　　当中間連結会計期間における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金｣という。)は、前
　　連結会計年度と比べ 25億42百万円（209.6％）増加し、当中間連結会計期間末残高は、37億55百万
　　円となっております。

　　[営業活動によるキャッシュ・フロー]
　　　当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、29億79百万円（前年同期比＋30億99
　　百万円）となっております。これは主に当中間連結会計期間末が休日の影響により、仕入債務の増
　　加による収入が前年同期に比べ28億20百万円増加したことによるものであります。
　
　　[投資活動によるキャッシュ・フロー]
　　　当中間連結会計期間における投資活動による資金の増加は、 1億16百万円（前年同期比＋53百万
    円）となっております。これは主に有形固定資産の売却による収入が 3億73百万円となり、前年同
　　期に比べ 2億81百万円収入が増加した一方で、有形固定資産の取得による支出が 1億93百万円とな
　　り、前年同期に比べ 1億72百万円支出が増加したことによるものであります。

　　[財務活動によるキャッシュ・フロー]
　　　当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、5億50百万円（前年同期比△2億61百
　　万円）となっております。これは主に短期借入金の減少額が 4億79百万円となり、前年同期に比べ
　　3億26百万円支出が増加した一方で、長期借入金の返済による支出が、前年同期に比べ 66百万円減
    少したことによるものであります。
　

（３）事業等のリスク
　　①業績の季節変動について
　　　　オートパーツ事業に中に含まれるタイヤチェーンおよび乗用車スタッドレスタイヤ用ホイールな
　　　どの冬季商品の売上高が主に下半期に計上されており、下半期に利益が偏る傾向になっております。
　　②特定の業界への依存度について
　　　　当社グループは自動車業界を主要取引先としており、自動車メーカー全般の生産および販売動向、
　　　さらには自動車整備業界の需要動向によって影響を受ける可能性があります。
　　③商品クレームについて
　　　　当社グループは自動車業界をはじめ、電機、医療・福祉、建築関連など多種多様な業界に協力メ
　　　ーカーで生産した商品を供給しております。したがって、当社では ISO9001に基づく品質マネジメ
　　　ントシステムの運用を徹底し、品質の維持向上に傾注しておりますが、万一、当社グループが納入
　　　した商品に品質面でのクレームが発生した場合、当社に製品回収、代替品納入および原因究明のた
　　　めの費用が発生するリスクが存在しております。
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関係会社の状況

議決権の所有

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 （又は被所有） 関係内容 摘要
   割合(%)

（親会社） 百万円

日本発条㈱ 神奈川県横浜市 17,009 ｵｰﾄﾊﾟｰﾂ事業 （直接50.4) 当社取扱商品の一部 （注）

　　（東証一部） 金沢区 ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾊﾟｰﾂ事業 （間接 1.1) を製造している。 4
ＩＴ事業 役員の兼務等･･･有

（連結子会社） 百万円

㈱東洋富士製作所 宮城県東松島市 67 ｵｰﾄﾊﾟｰﾂ事業 53.3 当社取扱商品の一部
を製造している。

また、当社が運転資金の

援助を行っている。

役員の兼務等･･･有

百万円

ﾆｯﾊﾟﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ㈱東京都江東区 10 全事業に関連する 100.0 当社仕入債務の譲渡を
ｻｰﾋﾞｽ事業 行っている。

（ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ事業） また、当社が運転資金の

援助を行っている。

役員の兼務等･･･有

千US$ 　

NHKｲﾝﾃｯｸｽ社 米国ｲﾘﾉｲ州 150 ｵｰﾄﾊﾟｰﾂ事業 100.0 当社取扱商品の一部
ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾊﾟｰﾂ事業 の輸出入業務を行って

ＩＴ事業 いる。

役員の兼務等･･･有

千S$

NHKｲﾝﾌｫﾃｯｸ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 501 ｵｰﾄﾊﾟｰﾂ事業 100.0 当社取扱商品の一部
　ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ有限公司 ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾊﾟｰﾂ事業 の輸出入業務を行って

また、当社が運転資金の

援助を行っている。

役員の兼任等･･･有

(持分法適用関連会社） 千ﾊﾞｰﾂ

ﾀｲﾆｯﾊﾟﾝ有限公司 ﾀｲ国ﾊﾞﾝｺｸ市 30,000 ｵｰﾄﾊﾟｰﾂ事業 49.0 役員の兼務等･･･有

　(注）1.「主な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。
　　　 2.特定子会社はありません。
　　　 3.売上高（連結会社相互間の内部売上高は除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えている
　　　　会社はありません。
　　　 4.有価証券報告書の提出会社であります。
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表
(単位：百万円、％)

科　目 増減率 金　額

14,484  17,319  2,835  19.6 15,318  
現 金 及 び 預 金 971  3,755  2,783  286.6 1,212  
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 9,136  9,220  84  0.9 10,038  
た な 卸 資 産 3,666  3,457  △ 208  △ 5.7 3,210  
繰 延 税 金 資 産 191  222  30  15.9 284  
そ の 他 530  674  143  27.1 585  
貸 倒 引 当 金 △ 12  △ 11  1  △ 12.0 △ 11  

7,051  6,931  △ 119  △ 1.7 7,423  
( 5,493 ) ( 5,255 ) ( △ 237 ) △ 4.3 ( 5,670 )

建 物 及 び 構 築 物 1,645  1,786  140  8.5 1,721  
土 地 3,697  3,313  △ 384  △ 10.4 3,697  
そ の 他 149  156  6  4.6 250  

( 25 ) ( 38 ) ( 12 ) 49.9 ( 25 )
( 1,532 ) ( 1,637 ) ( 104 ) 6.8 ( 1,727 )

投 資 有 価 証 券 1,119  1,235  116  10.4 1,399  
繰 延 税 金 資 産 8  9  0  8.8 9  
そ の 他 465  455  △ 10  △ 2.2 382  
貸 倒 引 当 金 △ 61  △ 64  △ 2  4.3 △ 64  

21,535  24,250  2,715  12.6 22,742  

12,258  17,711  5,452  44.5 15,978  
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 9,752  12,832  3,080  31.6 10,350  
短 期 借 入 金 1,476  3,524  2,048  138.7 4,004  
未 払 法 人 税 等 83  303  219  261.8 377  
役 員 賞 与 引 当 金 ―   16  16  － ―   
そ の 他 945  1,033  88  9.3 1,246  

3,704  441  △ 88.1 763  
長 期 借 入 金 3,000  ―   － ―   
退 職 給 付 引 当 金 288  156  △ 131  △ 45.6 233  
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 230  253  22  10.0 242  
繰 延 税 金 負 債 186  31  △ 155  △ 83.2 286  

15,963  18,152  2,189  13.7 16,741  

58  ―   ―   － 70  

2,040  ―   ―   － 2,040  
1,251  ―   ―   － 1,251  
1,893  ―   ―   － 2,141  
353  ―   ―   － 513  
△ 21  ―   ―   － △ 11  
△ 4  ―   ―   － △ 5  
5,513  ―   ―   － 5,929  
21,535  ―   ―   － 22,742  

―   5,571  ―   － ―   
―   2,040  ―   － ―   
―   1,251  ―   － ―   
―   2,285  ―   － ―   

利 益 準 備 金 ―   333  ―   － ―   
そ の 他 利 益 剰 余 金 ―   1,951  ―   － ―   

―   △ 5  ―   － ―   
―   460  ―   － ―   

―   424  ―   － ―   

―   49  ―   － ―   

―   △ 13  ―   － ―   
―   66  ―   － ―   

―   6,098  ―   － ―   

―   24,250  ―   － ―   

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

為 替 換 算 調 整 勘 定

前連結会計年度末

(平成18年3月31日)

資 本 金

資 本 剰 余 金

Ⅱ 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

金　額金　額 金　額

増　減
当中間連結会計期間末

(平成18年9月30日)

前中間連結会計期間末

(平成17年9月30日)

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等

（ 負 債 の 部 ）

資 本 合 計

負債、少数株主持分、資本合計

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

Ⅰ 株 主 資 本
（ 純 資 産 の 部 ）

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

自 己 株 式

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

（ 資 産 の 部 ）

Ⅰ 流 動 資 産

負 債 、 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

Ⅲ 少 数 株 主 持 分

資 産 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

Ⅰ 流 動 負 債

Ⅱ 固 定 負 債

（ 少 数 株 主 持 分 ）

△ 3,263  
△ 3,000  

少 数 株 主 持 分

（ 資 本 の 部 ）

負 債 合 計
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中 間 連 結 損 益 計 算 書

期　別　

科　目 増減率

19,850   20,980   1,130   5.7 42,331   

16,312   17,359   1,047   6.4 34,708   

売 上 総 利 益 3,537   3,621   83   2.4 7,623   

3,171   3,205   34   1.1 6,618   

営 業 利 益 366   415   48   13.3 1,004   

56   57   1   1.9 99   

2   1   △ 1   △ 52.4 5   

15   18   2   16.6 19   

22   23   1   5.3 45   

15   14   △ 1   △ 7.2 29   

48   48   0   0.3 94   

22   20   △ 1   △ 8.2 43   

8   7   △ 0   △ 6.5 16   

5   11   5   114.5 11   

5   5   0   3.8 10   

6   2   △ 3   △ 55.8 11   

経 常 利 益 374   424   49   13.3 1,010   

0   334   334   － 0   

0   26   26   － 0   

―    307   307   － ―    

0   0   △ 0   － ―    

184   373   189   102.6 227   

59   ―    △ 59   － 91   

113   373   259   228.5 124   

10   0   △ 10   △ 94.4 10   

191   385   194   101.8 783   

87   315   228   259.5 453   

26   △ 166   △ 192   △ 738.7 △ 75   

△ 7   △ 2   4   △ 70.2 5   

84   238   154   183.0 400   

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

税 金 等 調 整 前 中 間
( 当 期 ) 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

少 数 株 主 損 益

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他

受 取 配 当 金

仕 入 割 引

売 上 割 引

手 形 売 却 損

売 掛 債 権 売 却 損

投 資 有 価 証 券 売 却 益

支 払 利 息

そ の 他

そ の 他

前連結会計年度

自平成17年4月1日

特 別 利 益

売 上 原 価

営 業 外 費 用

売 上 高

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

受 取 利 息

自平成17年4月1日 自平成18年4月1日

金　額金　額 金　額 金　額

商 品 評 価 損

減 損 損 失

特 別 損 失

(単位：百万円、％)

至平成17年9月30日 至平成18年9月30日

増　減

至平成18年3月31日

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
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中間連結剰余金計算書

(金額:百万円未満切捨て)

期　別　 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成17年4月1日 自　平成18年4月1日 自　平成17年4月1日

至　平成17年9月30日 至　平成18年9月30日 至　平成18年3月31日

科　目 金　額 金　額 金　額

1,251   ―    1,251   

1,251   ―    1,251   

1,907   ―    1,907   

84   ―    400   

84   ―    400   

98   ―    166   

68   ―    136   

29   ―    29   

1,893   ―    2,141   利 益剰余金中間期末 ( 期末 ) 残高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

役 員 賞 与

配 当 金

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

( 資 本 剰 余 金 の 部 ）

( 利 益 剰 余 金 の 部 ）

資本剰余金中間期末 ( 期末 ) 残高
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当中間連結会計期間(自平成18年4月1日　　至平成18年9月30日)

剰余金の配当

役員賞与

中間純利益

自己株式の取得

剰余金の配当

役員賞与

中間純利益

自己株式の取得

平成18年3月31日残高

当中間期変動額

当中間期変動額合計

平成18年9月30日残高

株主資本以外の項目の当
中間期の変動額(純額)

平成18年9月30日残高

資本金

株主資本

株主資本合計資本剰余金 利益剰余金 自己株式

中間連結株主資本等変動計算書

平成18年3月31日残高

その他有価証
券評価差額金

繰延ﾍｯｼﾞ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等

当中間期変動額

当中間期変動額合計

少数株主持分 純資産合計

2,040

2,040

1,251

1,251

2,141

△ 68

△ 25

238

144

2,285

△ 0

△ 0

△ 5

△ 5

△ 68

△ 25

(単位：百万円)

(単位：百万円)

513 6,000

238

△ 0

143

5,571

5,427

△ 89

△ 89

424

49

49

49

△ 11

△ 1

△ 13

501 70

△ 4△ 1

△ 0

△ 4

460

△ 41

△ 41 97

6,098

△ 45

66

△ 68

△ 25

238

株主資本以外の項目の当
中間期の変動額(純額)
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中間連結キャッシュ・フロー計算書
(金額:百万円未満切捨て)

期  別  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成17年4月1日 自 平成18年4月1日 自 平成17年4月1日

至 平成17年9月30日 至 平成18年9月30日 至 平成18年3月31日

科  目 金  額 金  額 金  額

Ⅰ. 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益 191    385    783    
持分法投資損益 ―     ―     ―     
減価償却費 65    68    128    
減損損失 113    373    124    
貸倒引当金の増減額 6    △ 1    8    
役員賞与引当金の増減額 ―     16    ―     
退職給付引当金の増減額 △ 76    △ 77    △ 131    
役員退職慰労引当金の増減額 △ 2    10    10    
受取利息及び受取配当金 △ 18    △ 19    △ 24    
支払利息 22    20    43    
投資有価証券売却益 ―     △ 26    ―     
有形固定資産売却益 ―     △ 307    ―     
有形固定資産除却損 0    0    4    
売上債権の増減額 197    817    △ 704    
たな卸資産の増減額 105    △ 247    561    
仕入債務の増減額 △ 327    2,492    280    
役員賞与の支払額 △ 29    △ 25    △ 29    
未払消費税等の増減額 △ 9    △ 29    8    
その他 △ 79    △ 81    △ 33    
小計 158    3,368    1,031    
利息及び配当金の受取額 18    19    24    
利息の支払額 △ 21    △ 19    △ 45    
法人税等の支払額 △ 274    △ 389    △ 352    
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 119    2,979    658    

Ⅱ. 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 ―     ―     △ 100    
定期預金の払戻による収入 ―     ―     200    
投資有価証券の取得による支出 △ 7    △ 7    △ 16    
投資有価証券の売却による収入 0    49    0    
有形固定資産の取得による支出 △ 21    △ 193    △ 119    
有形固定資産の売却による収入 91    373    97    
無形固定資産の取得による支出 ―     △ 13    △ 0    
貸付による支出 ―     △ 91    ―     
貸付金の回収による収入 ―     0    ―     
投資活動によるキャッシュ・フロー 62    116    61    

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 △ 153    △ 479    774    
長期借入金の返済による支出 △ 66    ―     △ 1,466    
自己株式の取得による支出 △ 0    △ 0    △ 1    
配当金の支払額 △ 68    △ 68    △ 136    
少数株主への配当金の支払額 △ 1    △ 2    △ 1    
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 289    △ 550    △ 830    

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 5    △ 2    11    
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 △ 340    2,542    △ 99    
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 1,312    1,212    1,312    
Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 971    3,755    1,212    
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1. 連結の範囲に関する事項
(1) すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数 ： 4社
連結子会社の名称 ： ㈱東洋富士製作所

ニッパンビジネスサポート㈱
ＮＨＫインテックス社
ＮＨＫインフォテックシンガポール有限公司

(2) 主要な非連結子会社の名称等
該当事項ありません

2. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の関連会社 ： タイニッパン有限公司

(2)

(3)

3. 連結子会社の中間決算日等に関する事項

4. 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① たな卸資産 ： 主として総平均法による原価法
② 有価証券
その他有価証券
ａ 時価のあるもの ：

ｂ 時価のないもの ： 総平均法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒に備えるため、以下の基準により貸倒引当金を設定しております。
ａ 一般債権 ： 貸倒実績率法

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 ： 財務内容評価法

② 役員賞与引当金

その他の有形固定資産については法人税法に規定する方法と同一の基準による定率法によっており
ます。

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき、
当中間連結会計期間に見合う分を計上しております。

持分法を適用していない関連会社アルプススクリュー㈱は、中間純損益及び利益剰余金等に及ぼす
影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、投資勘定については持分法を適用せず、
原価法により評価しております。

㈱東洋富士製作所の中間決算日は8月31日、ニッパンビジネスサポート㈱、ＮＨＫインフォテックシンガ
ポール有限公司及びＮＨＫインテックス社の中間決算日は6月30日であります。中間連結財務諸表の作成
にあたりましては、ニッパンビジネスサポート㈱については、中間連結決算日現在で実施した仮決算に
基づく中間財務諸表を使用し、他の3社については、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日
との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

中間決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産
直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定)

建物(建物附属設備を除く)については主として法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法
によっております。

持分法を適用している関連会社タイニッパン有限公司は、中間決算日が中間連結決算日と異なるた
め、同社の中間会計期間に係る中間財務諸表を使用しております。

（会計方針の変更）

当中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年11月29
日　企業会計基準第4号）を適用しております。

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益が、16百万円
減少しております。
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③ 退職給付引当金

④ 役員退職慰労引当金

(4) 重要なリース取引の処理方法

(5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

② ヘッジ手段とヘッジ対象
・ ヘッジ手段 ： 為替予約取引
・ ヘッジ対象 ： 外貨建予定取引
③ ヘッジ方針

④ ヘッジ有効性評価の方法

(6) その他の中間連結財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

5. 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（会計処理の変更）

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス
クしか負わない取得日から3ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

繰延ヘッジ処理によっております。為替予約のうち振当処理の要件を満たしている場合は振当処
理を行っております。

通常の営業過程における輸出入取引の為替相場の変動によるリスクを軽減するため、先物為替予
約取引(主として包括予約)を行っております。

為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象が対応していることを確認することにより、
有効性を評価しております。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法
により、当該連結会計年度から費用又は費用の減額処理をすることとしております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定
額法により、翌連結会計年度から費用又は費用の減額処理をすることとしております。

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間連結会計期間末要支給額の100％を計
上しております。

また、前中間連結会計期間において「負債の部」の「その他流動負債」に含めて表示しておりまし
た「繰延ヘッジ利益」は、当中間連結会計期間から税効果調整後の金額を「評価・換算差額等」の
内訳科目の「繰延ヘッジ損益」として表示しております。

なお、前中間連結会計期間の繰延ヘッジ利益について、当中間連結会計期間と同様の方法によった
場合の金額は24百万円であります。

当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員
会　平成17年12月9日　企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基
準等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8号）を適用
しております。
これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は5,982百万円であります。

中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結財務諸表は、改正後の
中間連結財務諸表規則により作成しております。
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注　記　事　項

(中間連結貸借対照表関係)

(前中間連結会計期間末) (当中間連結会計期間末) (前連結会計年度末)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 2,973 百万円 2,795 百万円 2,967 百万円

2. シンジケート・ローン (前中間連結会計期間末) (当中間連結会計期間末) (前連結会計年度末)

および当座貸越契約

差引額 差引額 差引額

3. 売掛金の債権流動化 (前中間連結会計期間末) (当中間連結会計期間末) (前連結会計年度末)

による譲渡高

4. 中間連結会計期間末日 (前中間連結会計期間末) (当中間連結会計期間末) (前連結会計年度末)

満期手形の会計処理

524 百万円

430 百万円

 その他 6 百万円

(中間連結損益計算書関係)
1. 販売費及び一般管理費の主要なもの

(前中間連結会計期間) (当中間連結会計期間) (前連結会計年度)

給与手当 1,032 百万円 1,031 百万円 2,063 百万円
賞与 363 百万円 387 百万円 738 百万円
運賃荷造費 435 百万円 450 百万円 959 百万円
役員退職慰労引当金繰入額 34 百万円 38 百万円 55 百万円
役員賞与引当金繰入額 ― 百万円 16 百万円 ― 百万円

2. 固定資産売却益の内訳 (前中間連結会計期間) (当中間連結会計期間) (前連結会計年度)

土地 307 百万円

5,850百万円

382百万円

2,000百万円

6,150百万円 5,850百万円

4,150百万円 3,850百万円

借入実行残高 借入実行残高

当社グループは、運転資
金の安定調達による手許
資金の圧縮及び資金管理
業務の合理化を目的と
し、取引銀行4行とシンジ
ケート・ローン契約およ
び当座貸越契約をそれぞ
れ締結しております。こ
れら契約に基づく当中間
連結会計期間末の借入未
実行残高は次のとおりで
あります。

当社グループは、運転資
金の安定調達による手許
資金の圧縮及び資金管理
業務の合理化を目的と
し、取引銀行4行とシンジ
ケート・ローン契約およ
び当座貸越契約をそれぞ
れ締結しております。こ
れら契約に基づく当中間
連結会計期間末の借入未
実行残高は次のとおりで
あります。

当社グループは、運転資
金の安定調達による手許
資金の圧縮及び資金管理
業務の合理化を目的と
し、取引銀行3行とシンジ
ケート・ローン契約およ
び当座貸越契約をそれぞ
れ締結しております。こ
れら契約に基づく当連結
会計年度末の借入未実行
残高は次のとおりであり
ます。

当座貸越極度額及びシン
ジケート・ローンの総額

当座貸越極度額及びシン
ジケート・ローンの総額

当座貸越極度額及びシン
ジケート・ローンの総額

(設備支払手形)

中間連結会計期間末日
満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日
をもって決済処理をし
ております。従って、
当中間連結会計期間末
日が金融機関の休日で
あったため、次の中間
連結会計期間末日満期
手形が中間連結会計期
間末残高に含まれてお
ります。

受取手形

支払手形

借入実行残高

2,000百万円

203百万円 395百万円

2,850百万円

3,000百万円
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3.減損損失
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用途

遊休

(経緯)

(グルーピングの方法)

(回収可能価額の算定方法等)

(中間連結株主資本等変動計算書関係)
当中間連結会計期間(自 平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

1.発行済株式に関する事項
株式の種類

普通株式(株)

2.自己株式に関する事項
株式の種類

普通株式(株)

(注)自己株式の増加は単元未満株式の買取によるものであります。

3.新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

4.配当に関する事項

(1)配当金支払額

平成18年6月28日

定時株主総会

(2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの

平成18年10月24日

取締役会

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)
現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)に掲記されている
科目の金額との関係

(平成18年9月30日)
　(前中間連結会計期間末)(当中間連結会計期間末)  (前連結会計年度末)

　　　  　(平成17年9月30日)   (平成18年9月30日)  (平成18年3月31日)
現金及び預金勘定 971 百万円 百万円
現金及び現金同等物 971 百万円 百万円

前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

22,800,000 － － 22,800,000

23,370 1,540 － 24,910

普通株式 68

配当金の総額

(百万円)
決議 株式の種類 基準日 効力発生日

1株当たり配当額

(円)

決議 株式の種類 配当の原資
配当額(円)

配当金の総額

(百万円)

1株当たり

普通株式 利益剰余金

3,755
1,212百万円
1,212百万円

平成18年9月30日68 3

3,755

平成18年12月4日

3 平成18年3月31日 平成18年6月29日

基準日 効力発生日

金額(百万円)

上記の資産については、それぞれ大阪営業所設備及び神戸営業所設備として使用しておりましたが、平
成18年12月をもって現関西支店、現大阪営業所、現神戸営業所の3店舗を統合し、大阪府豊中市に新関
西支店を新設することが平成18年9月取締役会にて決議されました。その結果遊休資産となり、また、
価格が著しく下落していたため減損損失を認識致しました。

営業店舗単位を基本とし、将来の使用が見込まれていない遊休資産については個々の物件単位でグルー
ピングをしております。

正味売却価額、不動産鑑定評価基準

大阪府門真市岸和田
土地
建物

場所 種類

計 373

兵庫県神戸市相生町 遊休
0

工具･器具・備品
建物

工具･器具・備品

351
18
0
2
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(リース取引関係)

1　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引
（借主側）

(前中間連結会計期間) (当中間連結会計期間) (前連結会計年度)
(1)

取 得 減価償却 中間期末 取 得 減価償却 中間期末 取 得 減価償却 期 末

価 額 累 計 額 残 高 価 額 累 計 額 残 高 価 額 累 計 額 残 高

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

(有形固定資産) その他 417 320 96 326 92 233 360 96 264
(無形固定資産) その他 319 221 97 288 113 175 275 97 177

合　計 736 541 194 614 206 408 636 194 441
(注)

(2)未経過リース料
中間期末(期末)残高 　１年内 106 百万円 １年内 136 百万円 １年内 138 百万円
相当額 １年超 88 百万円 １年超 272 百万円 １年超 303 百万円

合　計 194 百万円 合　計 408 百万円 合　計 441 百万円
(注)

(3)支払リース料及び
減価償却費相当額　　
支払リース料 85 百万円 72 百万円 168 百万円
減価償却費相当額 85 百万円 72 百万円 168 百万円

(4)減価償却費相当額の
算定方法 　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

2　オペレーティング・リース取引
（借主側）
未経過リース料 (前中間連結会計期間) (当中間連結会計期間) (前連結会計年度)

１年内 2 百万円
１年超 3 百万円
合 計 5 百万円

リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額及び中間期末
(期末)残高相当額

取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期
末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま
す。

未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残
高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込
み法により算定しております。

- 17 -



(有価証券関係)

前中間連結会計期間(平成17年9月30日現在)

1. 時価のある有価証券 (金額:百万円未満切捨て)

その他有価証券
①
②
③
　　　　　　　計

2. 時価評価されていない主な有価証券 (金額:百万円未満切捨て)

(1) その他有価証券
①
②
　　　　　　　計

(2) 子会社及び関連会社株式
①

　　　　　　　計

当中間連結会計期間(平成18年9月30日現在)

1. 時価のある有価証券 (金額:百万円未満切捨て)

その他有価証券
①
②
③
　　　　　　　計

2. 時価評価されていない主な有価証券 (金額:百万円未満切捨て)

(1) その他有価証券
①
②
　　　　　　　計

(2) 子会社及び関連会社株式
①
　　　　　　　計

711 387 1,098 

―  
60 

中間連結貸借対照表

計　上　額

1,098 711 

差　　額
中間連結貸借対照表

差　　額
中間連結貸借対照表

計　上　額

計　上　額

600 
―  
―  
600 371 

971 
―  
―  
971 

区　　　　　　　分

371 
―  
―  

取得原価

株 式
債 券
そ の 他

―  
―  ―  ―  
―  ―  

区　　　　　　　分

区　　　　　　　分

71 

76 
―  

取得原価

71 

76 

76 

60 

中間連結貸借対照表

計　上　額

387 

76 関 連 会 社 株 式

関 連 会 社 株 式

非 上 場 株 式
そ の 他

非 上 場 株 式
そ の 他

株 式
債 券
そ の 他

区　　　　　　　分

- 18 -



(有価証券関係)
前連結会計年度(平成18年3月31日現在)
1. 時価のある有価証券 (金額:百万円未満切捨て)

その他有価証券
①
②
③
　　　　　　　計

2. 時価評価されていない主な有価証券 (金額:百万円未満切捨て)

(1) その他有価証券

　　　　　　　計
(2) 子会社及び関連会社株式

　　　　　　　計

(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間(平成17年9月30日現在)

当中間連結会計期間(平成18年9月30日現在)

前連結会計年度(平成18年3月31日現在)

ヘッジ会計が適用されているものについては、開示の対象から除いているため、該当事項はあり
ません。

ヘッジ会計が適用されているものについては、開示の対象から除いているため、該当事項はあり
ません。

74 

74 

ヘッジ会計が適用されているものについては、開示の対象から除いているため、該当事項はあり
ません。

連結貸借対照表

計　上　額

77 
―  
77 

867 

区　　　　　　　分

区　　　　　　　分 取得原価

―  
―  

379 

1,247 
―  
―  
1,247 

379 
―  
―  

差　　額
連結貸借対照表

計　上　額

867 

そ の 他

関 連 会 社 株 式

株 式
債 券
そ の 他

非 上 場 株 式
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セ グ メ ン ト 情 報

1. 事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自　平成17年4月1日　至　平成17年9月30日） (金額:百万円未満切捨て)

オートパーツ ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾊﾟｰﾂ
事 業 事 業

Ⅰ

(1) 7,226 11,928 695 19,850 ―  19,850 
(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高 ―  ―  ―  ―  (―) ―  

7,226 11,928 695 19,850 (―) 19,850 
7,107 11,653 722 19,483 (―) 19,483 
118 275 △ 27 366 (―) 366 

(注) 1　事業区分は、商品の種類および販売経路の共通性を考慮しております。

2　各事業区分の主要商品

主　　　要　　　商　　　品

当中間連結会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日） (金額:百万円未満切捨て)

オートパーツ ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾊﾟｰﾂ

事 業 事 業

Ⅰ

(1) 7,359 12,761 859 20,980 ―  20,980 
(2) セグメント間の

内部売上高又は振替高 ―  ―  ―  ―  (―) ―  
7,359 12,761 859 20,980 (―) 20,980 
7,241 12,477 845 20,565 (―) 20,565 
118 283 13 415 (―) 415 

(注) 1　事業区分は、商品の種類および販売経路の共通性を考慮しております。

2　各事業区分の主要商品

主　　　要　　　商　　　品

営 業 利 益

合 計 消去又は全社 連 結

連 結合 計 消去又は全社

光ファイバーアッセンブリー用部品、光通信デバイス用精密加工品、プラスチック光
ファイバー端面加工器、コンピュータ周辺機器、セキュリティ商品・サービス、画像関
連機器、ネットワーク関連機器

 ＩＴ事業

 ＩＴ事業　

 ＩＴ事業

計
営 業 費 用

売上高及び営業損益

売 上 高

売上高及び営業損益
売 上 高

事 業 区 分

補機用ベルト、タイミングベルト、テンショナーベアリング、エレメント、ワイパーブ
レード、等速ジョイント、オイルシール、ウォーターポンプ、樹脂ブーツ、燃料タン
ク、ホイール、マフラー、ブレーキパーツ､ライト･ランプ､建機部品､電装商品､ケミカル
類､タイヤチェーン、補修用ばね、モータースポーツ用サスペンション

オートパーツ事業

 ＩＴ事業　
光ファイバーアッセンブリー用部品、光通信デバイス用精密加工品、プラスチック光
ファイバー端面加工器、コンピュータ周辺機器、セキュリティ商品・サービス、画像関
連機器、ネットワーク関連機器・ソフトウェア

営業利益又は営業損失（△）

外部顧客に対する売上高

計
営 業 費 用

外部顧客に対する売上高

インジェクター用部品、精密プレス品、コントロールケーブル、切削品、精密ばね､ロッ
クヒンジ､ワンタッチバンド､ねじ、ナット、クランプ、機械装置､測定機器、環境処理装
置､金属資材

ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾊﾟｰﾂ事業

事 業 区 分

補機用ベルト、タイミングベルト、テンショナーベアリング、エレメント、ワイパーブ
レード、等速ジョイント、オイルシール、ウォーターポンプ、樹脂ブーツ、燃料タン
ク、ホイール、マフラー、ブレーキパーツ､ライト･ランプ､建機部品､電装商品､ケミカル
類､タイヤチェーン、補修用ばね、モータースポーツ用サスペンション

オートパーツ事業

インジェクター用部品、精密プレス品、コントロールケーブル、切削品、精密ばね､メカ
ニカルパーツ、ロックヒンジ､ワンタッチバンド､ねじ、ナット、クランプ、機械装置､測
定機器、環境処理装置､金属資材

ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾊﾟｰﾂ事業
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セ グ メ ン ト 情 報

前連結会計年度（自　平成17年4月1日　至　平成18年3月31日） (金額:百万円未満切捨て)

オートパーツ ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾊﾟｰﾂ

事 業 事 業

Ⅰ

(1) 16,166 24,590 1,574 42,331 ―  42,331 
(2) セグメント間の

内部売上高又は振替高 ―  ―  ―  ―  (―) ―  
16,166 24,590 1,574 42,331 (―) 42,331 
15,738 24,006 1,581 41,326 (―) 41,326 
428 583 △ 7 1,004 (―) 1,004 

(注) 1　事業区分は、商品の種類および販売経路の共通性を考慮しております。

2　各事業区分の主要商品

主　　　要　　　商　　　品

2.所在地別セグメント情報

3.海外売上高

売 上 高

補機用ベルト、タイミングベルト、テンショナーベアリング、エレメント、ワイパーブ
レード、等速ジョイント、オイルシール、ウォーターポンプ、樹脂ブーツ、燃料タン
ク、ホイール、マフラー、ブレーキパーツ､ライト･ランプ､建機部品､電装商品､ケミカル
類､タイヤチェーン、補修用ばね、モータースポーツ用サスペンション

オートパーツ事業

外部顧客に対する売上高

売上高及び営業損益

連 結消去又は全社 ＩＴ事業 合 計

前中間連結会計期間(自 平成17年4月1日　至 平成17年9月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成18年4
月1日　至 平成18年9月30日)並びに前連結会計年度(自 平成17年4月1日　至 平成18年3月31日)におけ
る所在地別セグメント情報は、全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％
を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

前中間連結会計期間(自 平成17年4月1日　至 平成17年9月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成18年4
月1日　至 平成18年9月30日)並びに前連結会計年度(自 平成17年4月1日　至 平成18年3月31日)につい
ては、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

営業利益又は営業損失（△）

計

 ＩＴ事業　

ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾊﾟｰﾂ事業
インジェクター用部品、精密プレス品、コントロールケーブル、切削品、精密ばね､メカ
ニカルパーツ、ロックヒンジ､ワンタッチバンド､ねじ、ナット、クランプ、機械装置､測
定機器、環境処理装置､金属資材

営 業 費 用

光ファイバーアッセンブリー用部品、光通信デバイス用精密加工品、プラスチック光
ファイバー端面加工器、コンピュータ周辺機器、セキュリティ商品・サービス、画像関
連機器、ネットワーク関連機器・ソフトウェア

事 業 区 分

- 21 -



(１株当たり情報)
(前中間連結会計期間) (当中間連結会計期間)

１株当たり当期純利益
１株当たり中間純利益

(注)1 潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しており
ません。

    2 1株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

(前中間連結会計期間) (当中間連結会計期間)
中間(当期)純利益
普通株主に帰属しない金額
（うち利益処分による役員賞与金）

普通株式に係る中間(当期)純利益
普通株式の期中平均株式数

１株当たり純資産額
(前連結会計年度)

242.02円 259.20円

374百万円
22,778千株

84百万円
22,780千株

　　　－
　　　－
238百万円
22,775千株

　　　－
3.70円

264.84円
　　　－
10.47円

 16.44円
　　　－

　　　－
　　　－

 25百万円
( 25百万円)

84百万円
(前連結会計年度)

238百万円 400百万円
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生産、受注及び販売の状況

1. 生　産　実　績
当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

(注) 1.金額は販売価格によっております。
2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

2. 受　注　状　況
当社グループ(当社及び連結子会社)は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

3. 販　売　実　績
当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

(注) 1.上記の金額には消費税等は含まれておりません。
2.総販売実績に対して10％以上に該当する販売先はありません。

4. 仕　入　実　績
当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

(注) 1.金額は仕入価格によっております。
2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

―  

186

247オートパーツ事業

プレシジョンパーツ事業

186

―  ―  

―  

247

合計

オートパーツ事業

事業の種類別セグメントの名称

I　T　事業

オートパーツ事業

プレシジョンパーツ事業

合計

事業の種類別セグメントの名称

プレシジョンパーツ事業

I　T　事業

合計

当中間連結会計期間

自 平成18年4月1日

至 平成18年9月30日

前中間連結会計期間

自 平成17年4月1日

至 平成17年9月30日

I　T　事業

金額(百万円)

事業の種類別セグメントの名称

金額(百万円) 前年同期比(%)金額(百万円)

比較増減

132.4

―  

―  

132.4

60

―  

―  

60

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

比較増減自 平成17年4月1日 自 平成18年4月1日

至 平成17年9月30日 至 平成18年9月30日

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 前年同期比(%)

7,226 7,359 133 101.8

11,928 12,761 833 107.0

695 859 163 123.6

19,850 20,980 1,130 105.7

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

比較増減自 平成17年4月1日 自 平成18年4月1日

至 平成17年9月30日 至 平成18年9月30日

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 前年同期比(%)

5,292 5,672 380 107.2

10,463 11,254 791 107.6

555 734 179 132.2

16,311 17,662 1,350 108.3
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